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Summary

本研究は生成系AI（generative AI）の中でも大規模言語モデル（Large Language 
Model, LLM）に着目し、我が国外交実務におけるその活用を巡る可能性について考察
するものである。我が国では少子高齢化が加速度的に進み、行政実務の効率化がこれま
で以上に強く求められてきている。とりわけグローバル化が進み、行政需要が一段と
高まっている我が国外交実務の現場においてそうした行政の効率化の一環としてデジタ
ル・トランスフォーメーション（digital transformation, DX）の必要性は高まるばかり
であるが、人工知能（AI）、特に生成系AIをそこで積極的に活用しようという本格的な
取り組みは依然行われていない。他方で我が国では官民を挙げて生成系AIの社会実装
の拡大に取り組み始めていることは事実であり、こうした流れの中で我が国外交実務に
おいても生成系AIの活用について検討することは不可避であると考えられる。以上を
背景としつつ本研究ではOpenAI社が提供するChatGPT-4により、外交実務においてし
ばしば行われる英文及び和文テキストの要約（summarization）を行い、BERTScoreに
よる評価を行った。実験の結果、英文テキストと比べ、和文テキストについて特に長文
であるとプロンプト（prompt）を相当程度工夫しなければ要約を作成することは困難
であることが判明した。また英文テキストについては比較においてこうした問題は見ら
れないものの、評価指標上、どうしても生成文の修正を必要とする結果とならざるを得
なかった。以上を踏まえ、生成系AIの我が国外交実務における活用に際しては、その
成果物をチェックする管理監督者の立場にある者のタスクが増えることに留意しなけれ
ば行政の効率性を即座に高めることにはならないことが明らかとなった。

1．はじめに
我が国では依然として人口減少が加速度的に続いており、仕事の現場では技能伝承と

知識伝播が問題であり続けている［樋口ら 21］。このことが民間企業のみならず、行政
についても当てはまることは言うまでもない。さらに言うと行政に含まれる外交につい
ても状況は深刻であることをまずは指摘しておかなければならない。グローバル化が一
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層の進展を遂げ、国際社会では複合的なリスクが続々と出現しているものの、我が国外
務省の定員は過去10年間で約13パーセントしか増員されていない［外務省 23］。そのた
め我が国外務省員は少数精鋭とならざるを得ないものの、そこで行われる外交実務はよ
り少ない資源の投入であっても、従来以上に質の高い成果を示さなければならないよう
になっているということは［原田 23］において指摘したとおりである。
［原田 23］はさらに、我が国において他の行政機関と同様に外務省に対しても行われ

ている政策評価（「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成17年12月16日閣議決
定）並びに同第6条に基づく「政策評価に関する基本方針」（平成30年2月6日策定・同7
月1日改定）による）に関し、「政策評価の観点に関する事項」として同法第6条第2項第
三号に基づき定められている事項を取り上げている［外務省 18］。

外務省が政策評価を実施するに当たっては、以下の観点を基本としつつ、評価対象政

策の性質等に応じ、適切な観点を選択し、総合的に評価する。

（1）　�必要性：政策の目的が国際社会における日本国及び日本国民の利益の増進という

観点から妥当か。行政関与の在り方から見て国がその企画立案及び実施の主体と

なる必要があるか。

（2）　�有効性：政策の実施により、期待される効果が得られるか、又は実際に得られて

いるか。

（3）　�効率性：投入された資源量に見合った結果が得られるか、又は実際に得られてい

るか、政策効果の発現のためにとられる手段は適切、効率的であるか、など。

本論文では［原田 23］と同じく、ここで掲げられている3つの観点の内、効率性に着
目する。我が国の行政機関における効率性を巡る議論としては、これを算出（output）
/ 投入（input）の最大化と定義する［秋吉ら 20］がある。また各国の会計検査でほぼ
共通に使用されている4つの検査基準の一つとして効率性をとらえ、それを前提としな
がら行政活動の「能率」について考察する研究［西尾 01］もある。加えて地方自治体
における財政運営と透明性、さらには事業効率性について論じた研究として［山下・赤
井 05］がある。これに対して政策評価という視点から、特に行政機関としての外務省
に着目し、そこでの効率性とその改善のための具体的な手法について考察した論考は存
在しない。

本論文は外務省における実務を外交実務と呼んだ上で、その中でもとりわけ非熟練の
末端担当職員が日々こなすことを期待されている外交文書の要約（summarization）を
より短時間で正確に遂行するという意味での効率性を高めるための方途として大規模言
語モデル（Large Language Model, LLM）を活用すべきか否かについて検討すること
を目的としている。［原田 23］では先行研究において我が国外交実務に対する政策評価
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に際し、効率性の向上を対象とした具体的な手段につき、人工知能を活用する研究が行
われていないことを確認した。こうした状況は本論文執筆の段階でも管見の限り変って
いない。大規模言語モデルを用いた、この意味での外交実務上の効率性向上を考究した
先行研究は存在しない。

本論文の構成は次のとおりである。第2章では関連研究について考察する。具体的に
は我が国外務省に対する政策評価と、そこでの規準としての効率性を巡る議論全般を巡
る先行研究に触れる。次に我が国における外交実務において「要約」が持つ意味合いを
取り上げる。その後、外交実務における人工知能の活用について確認をする。第3章で
は採用する手法として大規模言語モデル、具体的にはOpenAI社の提供するChatGPT-4
について概観し、その上で今回用いる外交文書のデータセットについて述べる。第4章
では評価方法、第5章では実験計画と結果、第6章ではこれに対する考察を述べる。以上
を踏まえ、第7章では総括と今後に向けた課題について述べる。

2．関連研究
2．1．我が国外務省に対する政策評価と規準としての効率性

［原田 23］は我が国外務省における政策評価に関して検討するに際し、［吉原・山谷 
09］ に依拠しつつ、およそ政策評価が外交実務の現場における実情に対して適正に行わ
れていないことを指摘する。例えば吉原は自らが外務省における政策評価の担当官で
あったという体験を踏まえつつ、次の様な傾向がそこでは見られると述べている。

（1）　 抽象度が高く難解な外交は、プロフェッショナルな外交官の個人的な力量と長年
にわたる努力に成功が支えられているのであって、これを毎年素人に分かりやす
く評価して、公表することが可能とは考えられないという声が聞かれる。

（2）　 外交の成果や進捗状況を数字で表しにくい抽象的な価値で示し、政策目標にする
場合があり、これを数値化することは困難であるという議論も聞こえてくる。

（3）　 長年努力し続けてもうまくいかなかった懸案課題が我が国政府の関与しない国際
環境の変化によって好転する場合も少なくない。

また竹本は我が国外務省に固有の人事政策における硬直性を指摘する［竹本 11］。す
なわち（1）外務省内では各地域を担当するグループが入省後の語学研修制度を契機に
形成され、それがその後の省内キャリアパスに結び付いていること、（2）外務公務員は
長期間の在外研修、外交官特権、大使任命の際には皇居にて認証官として天皇から直接
認証を受けること、等から他のキャリア国家公務員と比べても特別な処遇を受けている
こと、を指摘している。そしてこれらの結果、外務公務員たちの間では超然主義的な態
度を帯びた「理想主義」の傾向が強まり、外務官僚の「自律性」とでもいうべき根本的
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な態度が形成されるとしている。外務公務員たちの間で言うならば「エートス」として
受け継がれる自律性を背景としながら、外部からの評価を当然には受けないという姿勢
がそもそも形成されてきており、かつこれが硬直的な省内キャリアパスを通じて、外交
実務に必要な技能伝承や知識伝播が広く展開するのを阻害しているとすれば、これこそ
が正に政策評価でいう効率性の規準を阻むものとして是正されなければならないのであ
る。

2．2．我が国外交実務と外交文書の要約（summarization）

前節で述べたような問題意識に基づき［原田 23］は我が国外務省に対する政策評価
においてこれまで十分な精査が行われてこなかった規準である効率性につき、具体的な
改善を施す契機は外交文書の起案という、外交実務における基本中の基本について改善
を施すことにあると指摘する。行政の効率性を引き上げるためにはその産出（output）
を増やしつつ、それに応じる形で資源投入（input）を適正化することが不可欠である。
こう考える時、外交実務において投入（input）される資源の内、特に人材の量につい
ては我が国における少子化の加速を前提に減少する一方である。それ以外の資源として
は「労働時間」と「カネ（予算）」があるが、我が国において恒常化している財政赤字
を前提とすれば後者について増やすことは現実的ではない。しかも「ヒト（人員）」に
ついては我が国政府部内で総務省行政管理局、「カネ（予算）」については財務省主計局
が担当しており、外務省が一存では決められない点に特徴がある。これに対して「労働
時間」については外務省自身の努力で削減することは可能なのである。［原田 23］はこ
の様に考える延長線上で、外交実務における労働時価の削減のためにはそこでの政策プ
ロセスの中核をなす稟議制における文書起案の迅速化が必須であると述べる。そして我
が国の外交実務上、文書起案は若手の末端担当職員が行うことが通例である中、未熟練
で外交実務の現場での知見に乏しいこれら末端担当職員が如何に素早く、文書起案のた
めの情報を、時として膨大な量に及ぶ過去の外交文書から迅速に得ることが出来るかが、
我が国外交実務における効率性を改善するにあたって鍵を握っているとする。

本論文は［原田 23］で提示した以上の様な問題意識を共有しつつも、我が国外交実
務における効率性を引き上げるためのアプローチとしてはそこで取り上げたトピック・
モデル（Topic Modelling）の活用ではなく、生成系AIの中でも大規模言語モデルを用
いた外交文書の「要約」に着目するものである。［原田 23］は我が国外務省において外
交文書が起案されるパターンとしては概ね次の2種類があると指摘した。

（パターン1）

上長より末端担当職員が口述を受けて作成する場合

（パターン2）
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上長からの指示を受けるが口述は行われず、関連の文書ファイルを参照しつつ末端担

当職員が作成する場合

より実務に即して述べるならばいずれの場合においても、稟議制のプロセスに起案し
た文書をのせる時、大抵の場合に必要となって来るのが「関連資料」及び「参考資料」
である。これらは起案した外交文書がどの様な契機・理由に基づき起案されたものなの
かを起案者より上位に位置する決裁権者に対して端的に示すものである。決裁権者の下
には恒常的に大量の決裁案件が上がって来ることから、こうした「関連資料」「参考資料」
は本体である（起案されたばかりの）外交文書が「直ちに決裁されなければならない理由」
を極力少量の文章で鮮明に示すものでなければならない。特にそれまでの経緯が長い外
交事案の場合、関連する文書の量も多く、かつ個別の文書も大量のテキストから構成さ
れている場合がままある。あるいは全く新しい分野での案件についての処理を求める外
交文書である場合、その新規性が故にその問題の背景事情や重要性などについて大量の
文書を事前に参照しなければ決裁出来ない場合もしばしばあり得る。そしてこうした時
に、多くの場合には若手である末端担当職員が作成を求められるのがこれら文書の「要
約」（summary）なのである。グローバル化の中で大量の外交文書の起案と決裁が必要
とされている中だからこそ、この意味での「要約」の必要性は高まる一方であると言う
べきである。

国際社会における案件の中でも昨今は地球規模での案件、すなわち特定国についての
みならず、グローバル社会全体が同時に直面する事案が少なくない点に留意する必要が
ある。例えば2019年後半から全世界を席捲したCOVID-19がその典型である。そしてこ
うした場合、問題解決に向けて特定の国々だけではなく、様々な国際機関（international 
organization）が積極的な取り組みを行う場合が少なくない。この場合、国際機関の事
務局の側は加盟国政府による議論を促すため、大量の関連文書を作成する場合がままあ
る。英文で時に数百ページ以上にもわたる文書が作成されるわけであるが、これに対す
る我が国政府としての対応を決めるに際しては対処方針を固めることが必要になる。こ
の対処方針を記した外交文書を末端担当職員が作成し、上長の了解を得るに際しては、
その文書が大部であればあるほど、こうした国際機関作成の文書の要約を迅速に執筆す
ることもまた、当該担当職員の重要な任務となる。

しかし昨今のグローバルイシューの多くが、外交や安全保障といった外務省における
典型的な領域ではなく、むしろ公衆衛生や人工知能科学といった、外務省職員が通常、
門外漢であるはずの領域に属する点をここでは指摘しておかなければならない。無論、
これらの政策分野についてそれぞれの事案を所管する関連省庁が存在しており、その意
向が我が国政府の移行となることが外交場裏でもままある。だがそうであるからといっ
て、外務省の内部で全く検討がなされないのかというとそうではないのであって、多く
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の場合において若手である末端担当職員は、これまで見たことも聞いたこともなかった
分野における最新のイシューの書かれた大量の文書を読みこなし、要約しなければなら
ないというのが外交実務の現場における実情なのである。こうした外交文書とその周辺
の文書の「要約」業務が、グローバルイシューの急拡大によって拍車をかけられた外交
実務の肥大化の中で増加の一途を辿っているのであって、この部分における効率化が、
外務省に対する政策評価における規準としての効率性の向上をもたらすと考えられる。

それではここで言う「要約作業」は何によって迅速化するのであろうか。第一に言え
るのは場数を踏んだ年長の外務公務員に匹敵するくらいの知見・経験である。第二に、
国際機関が作成する文書の多くが英語によるものであることから、卓越した英語能力が
求められる。その上で、長い文書であってもその構造を的確にとらえ、要旨を簡潔かつ
要領よく日本語で執筆することの出来る能力が必須である。しかし外務省における現状
はというと、第1章で述べたとおり、専門とする言語に応じた人事ローテーションが組
まれており、その硬直性（あるいはその裏側にあるエートスとしての「自律性」）が故
に知識伝播と技能伝承が組織内部で阻まれている。さらに言うと英語以外の言語を専門
語とする外務省職員にとって、長い英文テキストを要約することは骨の折れる作業でし
かない。また外務公務員の採用時に「英文テキスト（ないしは和文テキスト）に関する
要約文の作成能力」は問われていないのであって、日々の実務を通じてこれを習得して
いくしか手段がないということもまた実態なのだ。

2．3．外交実務における人工知能の活用

［原田 23］は、我が国の民間セクターにおいて技能伝承・知識伝播の手法につき種々
提案され、実際に活用されているものの、外交実務ではそういった角度からの先行研究
はないとする。そして我が国以外における研究動向を見ても、外交実務における技能伝
承・知識伝播という角度からの研究は存在しないと述べる。他方で［蒔田 20］が政策
立案に際しての人工知能の活用を提唱し、かつ［福元 20］が計量政治学における人工
知能を用いた研究の拡大を述べていることを踏まえつつ、［原田 23］は我が国外交実務
における人工知能の活用を模索する中でトピック・モデルによる過去の外交文書上のト
ピックの迅速な把握と、それに伴う外交文書起案の迅速化のための仕組みを提唱する。
その際、［原田 23］は次の様な問題提起を行っている。

「本論文が考察の対象としているのは外交文書の起案において必要な過去の外交事案と
その処理に関する知見の効率的な伝搬である。現状の問題はこうした知見がそもそも「暗
黙知」に止まっている点にある。これをどの様にして（若手）末端担当職員に対し効率
的に伝搬し、かつ外務省という組織全体で可視化し、もって外交文書の起案時に誰でも
容易に利用出来るものにしていくことが出来るのか」
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［原田 23］が我が国外交実務における人工知能の活用の中でもとりわけトピック・モ
デルに着目しているのは、外交実務における技能伝承・知識伝播に際し、そこで対象と
なる知識に関する「情報粘着性」［Von Hippel 94］、さらにはそれを主たる特徴とする
暗黙知としての性格こそ解消されなければならないという認識に基づいている。そして
暗黙知を形式知に転換し、組織内での共有・定着を目指すプロセス概念としての「SECI
モデル」［野中・竹内 20］に言及しつつ、そこでいう暗黙知から形式知への表出化、さ
らには形式知から形式知への連結化を外交文書におけるトピックの可視化を通じて行う
という方向で議論を行っている。

外務省自身がデジタルトランスフォーメーション（DX）に対する姿勢を初めて明確
に示したのは2021年7月に公表した外務人事審議会『ポスト・コロナに向けた外交実施
体制の抜本的強化：外交・領事実施体制のデジタル・トランスフォーメーション（DX）
の一層の促進に向けた勧告』においてである［外務人事審議会 21］。この中では外務省
職員の労働環境の改善について次のとおり述べられている。

「DXの一層の推進により、全体として職員一人一人の活躍を支える職場環境の一層の改
善を図るとともに、必要な超過勤務に対しては、適正な手当を支払うための必要な予算
を確保していくべきである」

一見して明らかなとおり、ここでは外交実務に費やされるべき（労働）時間の縮減を
求めている。このことは本論文が基礎とする視点、すなわち外務省に対する政策評価に
おける規準としての効率性の向上のための検討を行うべしとの方向性と合致している。
それではこうした議論の延長線上で我が国外務省は人工知能（AI）を用いた問題解決
を実務上、試みているのであろうか。

この関連で注目すべきなのが「外務省デジタル・ガバメント中長期計画」［外務省 
20］である。我が国においてはデジタル・ガバメント実行計画（2019年12月20日閣議決定）
に基づき、各府省において府省CIO及び副CIOのリーダーシップの下、各府省デジタル・
ガバメント中長期計画を改定してきている。外務省においては2018年6月28日に決定さ
れ、2020年3月30日に改定されたこの計画の中には次の様な言及がある。

「まず，2020 年度においては，AI の活用により，当省内で翻訳業務を行っている課室
に対して精度が高い翻訳業務を行えるよう翻訳業務を支援する基本的な機能及び翻訳エ
ンジン（日，英）の整備を行い，翻訳時間・精度の検証を行う。
その後，2021 年度以降においては，段階的に機能拡張（英語表現の多案化機能等），英
語以外の多言語（中・仏等）についても導入を検討していく。
省内で，継続・反復的に行われる業務，意思決定や判断に直接関わらない業務（入力・
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転載作業等），長時間を要している事務作業などから優先的に一部業務の自動処理化を
実現するため，RPA の導入について取り組む。」

この言及からは外務省内における翻訳業務について人工知能を導入し、これを活用し
ようとする試みが行われていることが分かる。しかしそれ以上の業務分野において人工
知能の導入が企図されているか否かは、この計画だけでは判然としない。とりわけ外交
実務の基本というべき文書作成に関連し、その基礎的な補助・支援ツールとして人工知
能の活用が行われていることを積極的に示す文書は管見の限り対外公表されていない。

むしろ「ウクライナ戦争」の勃発を受け、外務省が自ら強化する方向へ動いたのが、
人工知能を活用したソーシャル・メディア上の偽情報の検索や分析を目的としたシステ
ムの導入である［荒木 23］。これは2022年12月16日に閣議決定された国家安全保障戦略
を受けたものであるが、同戦略には「偽情報等の拡散を含め、認知領域における情報戦
への対応能力を強化する。その観点から、外国による偽情報等に関する情報の集約・分
析、対外発信の強化、政府外の機関との連携の強化等のための新たな体制を政府内に整
備する」との記述がある。2023年度外務省予算においてはSNS空間におけるモニタリン
グ、情報分析等に必要な経費として、新たに2.1億円が計上された他、国際情勢分析能
力強化を見据えた人工知能の活用のため1.4億円が計上された。

以上見てきたとおり、外務省自身が職員の労働環境を改善すべく、人工知能の活用を
模索し始めていることは事実である。しかしそこで念頭に置かれている業務分野は、本
論文が対象とする「外交官の自律性」を前提とする暗黙知の可視化とそれに伴う外交実
務の効率性向上に直結するものとは言い難いものである。確かに「ウクライナ戦争」に
おいて典型的に見られたハイブリッド戦争に際し、重要な要素となるインターネット上
の「偽情報」に対する警戒措置としての人工知能の活用は、外交実務の現場において我
が国外交官たちに対して新たな知見をもたらすものではある。しかしそれはデータサイ
エンスを活用した上での新規の知見というべきなのであって、組織としての我が国外務
省における「暗黙知」とは必ずしも関連するものではない点に留意する必要がある。本
論文においては我が国外務省に特有とされ、その意味で課題でもある「外交官の自律性」
とも直結するそこでの「暗黙知」を「形式知」として、多くの場合には若手である末端
担当職員が簡単に利用するためのツールとしての人工知能の活用可能性に関し、外交文
書の一部である要約作成に注目しながら引き続き考察していく。

3．採用する手法とデータセット
本論文では外交実務に対する政策評価に際し、規準である効率性を向上させるべく、

特に外交文書の要約作成に着目して人工知能の活用可能性を探るものである。しかし、
この観点より外交文書の要約作成に特化した形で人工知能の利用を模索した先行研究は
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存在しない。そこで視点を変えて、外交文書と同等レベルと考えられる文書について要
約タスクを課し、そこでの人工知能の活用可能性を検討した他分野の文書を対象とする
研究に着目してみることとする。

3．1．先行研究に関する考察と手法の選択

［相澤 2023］は自然言語処理による学術論文の解析について現状とその展望を述べる。
その中で相澤は「（註：学術）論文の自動要約は歴史が古い研究テーマである」としつ
つ、1950年代には既に、単語の頻度をカウントして文の重要度を計算し、スコアが高い
文を抽出することで要約を自動生成する手法が考案されていたとする。加えて2000年代
に入ると論文に特有の文書構造に基づき要約を生成する手法が提案され、論文の特性を
踏まえた要約手法の重要性が認識されるようになったと述べている。また、そもそも自
然言語処理の多くは今日、大量の文書を使った学習により、文法や意味構造など多様な
言語情報をパラメータの重みとして埋め込んだモデルである「事前学習済の言語モデル

（pre-trained language model）」を前提としているとも述べ、とりわけ論文テキスト中
では専門用語や論文を対象として言語解析を行う場合は、学術分野に特化したモデルを
用いることが一般的であるとする。加えて、自動要約には文書の構成要素を抽出して組
み合わせる抽出型（extractive）と、新たに要約文を生成する抽象型（abstractive）の
2つのアプローチがあることも指摘している。そこで本論文でも以上の指摘を踏まえ、（1）

「事前学習済の言語モデル」（すなわち大規模言語モデル）の利用を前提としつつ、（2）
外交実務に特化した形でのモデルにつき前例の有無をあらためて確認した上で、（3）「抽
出型」と「抽象型」の2つのモデルを念頭に置きつつ、考察を進めていくことにする。

2017年にGoogleが機械翻訳のモデルとして発表したのがTransformerであり
［Vaswani et al. 2017］、これを採用した最初の大規模言語モデルが2018年にOpenAI社
の開発したGPT （Generative Pre-trained Transformer）である［Radford et al. 2018］。
その後、文脈化単語埋め込みを計算するTransformerにつき大規模コーパスを用いた
学習で事前学習し、次にこのモデルを下流タスクのデータセットを用いて微調整（fine 
tuning）するという手法が自然言語処理における標準的な手法になっていく。GPTにお
いてはデコーダ構成が採用されているが、これに対してエンコーダ構成のTransformer
を採用することで、文脈化するトークンに先行するトークン列と後続するトークン列の
双方からの文約を捉えるように改良を施されたのが同じく2018年にGoogleが提案した
BERT （Bidirectional Encorder Representations from Transformers）である［Devlin 
et al. 18］。その後、大規模言語モデルの開発が進められる中でモデルに含まれるパラメー
タ数と事前学習に使うコーパスの容量が飛躍的に増加してきている［山田ら 23］。具体
的に言うとまずパラメータ数について、2018年に発表された BERTでは3.4億個、2019
年のGPT-2では15億個であったものの、2020年に発表されたGPT-3では1750億個になっ
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ている。また、コーパスについてもBERTのコーパスに含まれる単語数が30億語程度で
あったのに対し、RoBERTa［Liu et al. 19］は300億語、GPT-3は3000億語である。そ
してこの様な大規模化が行われている理由としては、モデルの規模を大きくすることで
性能が比例して改善していくという「スケール則（scaling laws）」があることが知られ
ている。以上見てきたとおり、大規模言語モデルを巡っては既に様々なモデルがあり、
これを我が国の外交実務の中でも要約作成という業務を例にとって実装する際には、そ
の中でもどのモデルを選択するかという問題がある。

この課題に対する解を導き出す手順として一番簡単であるのが、外交に特化した形で
事前学習が施された大規模言語モデルを利用するというやり方である。しかし管見の限
り、その様な大規模言語モデルに関する先行研究は存在しない。スコープをより広げて、
官僚制に特有な単語・言語表現を事前学習させた試みとしては［Auriemma et al. 23］
がある。これはイタリアの行政機関で用いられる「イタリア語」が通常の「イタリア語」
とは意味的及び構文上、大きく異なっているという問題意識に基づき行われた研究をと
りまとめた論文である。もっとも「官製イタリア語」だけではなく、学習の対象には保
険及び銀行分野での言語表現も含むと同研究ではしており、そうした工夫の結果、特に
固有表現抽出（Named Entity Recognition, NER）について有意な成果を導き出すこと
が出来たと述べている。これに対して［Auriemma et al. 23］は本論文が対象としてい
る「要約」について触れていない。

他方で我が国における大規模言語モデルの活用につき、行政機関の内部で比較的活発
な議論が行われているのが特許行政の文脈においてである。例えば［伊藤ら 23］は我
が国の特許庁が特許行政事務の高度化と効率化を目的に2016年度から人工知能技術の適
用可能性の検討を着実に進めてきているとして、その方向性とこれまでの成果について
検討している。具体的にはBERT、ALBERT ［Lan et al. 19］、DeBERTa ［He et al. 20 ］、
Longformer［Beltagy et al. 20 ］を取り上げ、各モデルを特許事前学習モデルとして用
いた結果につき比較・評価する。その上で次の様に述べている。

「特許関連タスクの精度向上という難題に対し、特許文献という特殊な文構造等を有す
る文章をもって事前学習したモデルを用いることが有用であるという今後の可能性を示
せたものと思う。（中略）対話型AI・生成AIの一例であるChatGPTは、社会的にイン
パクトのあるツールではあるものの、特許行政事務での活用に適しているのかどうかに
ついては、更なる検討が必要だと考える。本事業で用いた各事前学習モデルは、プログ
ラムが公開されており、学習済のモデルも配布されている等、実証にかかるコストが比
較的低く、各タスクに適したファインチューニングが比較的容易に行える等の特徴を有
する。他方で、GPT系列のモデルは、莫大な学習コストによって作成された、内部が
非公開のモデルであるため、通常の環境では、モデルの中身を踏まえた改良は難しく、
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タスクに適合するよう改修するには、相応のコストが必要と思われる。また、入力する
情報の保護や出力された結果への信頼性、全体の運用等について、未だ議論が十分にさ
れていない。こうした背景を踏まえ、対話型AI・生成AIについては、特許行政事務の
効率化等が見込めるのかという観点だけではなく、情報の取り扱いや運用面等も含め、
引き続き注視していきたい。」

以上の関連として付言すると、民間セクターにおける研究であるが「特許調査」に際
しての大規模言語モデルの活用可能性について研究したのが［安藤 23］である。その
中で安藤は「ChatGPTの学習モデルは2021年9月までのデータを基にしていることに注
意が必要である」としつつ、GPT-3.5、GPT-4、さらにはBERTなどを用いた特許調査
の結果を検討する。そしてGPTは自然言語による質問入力、入力された文章を要約す
るタスク等は非常に得意なようであり、タスクを細かく分けてどのような指示を出すか、
柔軟な発想が問われるとしている。

以上述べてきたところをまとめるならば大規模言語モデルについて、特に我が国の外
交実務を巡る単語・言語表現につき事前学習を行ったモデルに基づく先行研究は存在し
ない。他方で行政全般へとスコープを広げても本論文が注目している「要約」における
大規模言語モデルの活用可能性について行われた先行研究は無い。加えてGPT系列の
モデルについては事前学習の際に用いられたデータの限定的な性格や、そもそも内部が
非公開のモデルであることによる不透明性などを理由に、実務面での取り扱いには後ろ
向きな風潮がある様に見受けられる。

こうした中で事態を打開するための策として考えられるのが、fine tuningに際して我
が国外交上の単語や言語表現を集中的に組み込み、学ばせるという手法である。ただ
し、これについては［Hong et al. 22］が14のBERT型の大規模言語モデルに対して他
分野にわたり収集された2210億トークンの科学用語をもってfine tuningした結果を分析
している点が参考になる。具体的には11のタスクをこれらのモデルによりこなさせる
中で、fine tuningを行っても結果につきあまり大差はなかったと結論づけている。した
がってこの論文のタイトルにあるとおり（原題 “ScholartBERT: Bigger is Not Always 
Better”）、大規模言語モデルについてはfine tuningを行うなどしてより規模を大きくし
たとしても、一方では確かに上述の「スケール則」が働くものの、他方では目に見えた
性能向上を達成出来るとは限らない点に留意しておく必要がある。

またモデルの詳細が非公開であるとの指摘を受けているGPT-4についてであるが、確
かにこれについて開発者であるOpenAI社が公表しているのは特定の環境下での性能を
記しただけの資料のみである［OpenAI 23］。したがってこれをベースとしたChatGPT
を我が国外交実務で活用すべきと結論づけるのは［伊藤ら 23］が指摘する諸般の課題
に鑑み、短絡的過ぎると言えそうではある。しかしこうした論点とは質的に異なる次元
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にあるポイントとして考察しなければならないのが、我が国外務省は中央省庁の一つで
あり、そこでの人工知能の利用を含めたデジタル・トランスフォーメーション政策につ
き、最終的な影響力を持つのが政治であり、端的に言うならば首相官邸であるという
点に他ならない。とりわけChatGPTの開発で知られるサム・アルトマンOpenAI社CEO 

（当時）は2023年4月10日、大規模言語モデルの開発者として我が国を訪問し、岸田文雄
総理大臣（当時）と会談に臨んだことで耳目を集めた［日本放送協会 23］。競合他社を
差し置いて実施されたこの会談は、我が国において同社が明らかに突出した存在である
ことを各界の関係者に対して印象付けることになったことは言うまでもない。

以上の考察を踏まえ、本論文においては外交実務における要約作成に際してその実装
の効果を効率性という観点から評価すべき手法として、OpenAI社が開発したGPT-4に
よる生成系AIツールであるChatGPTを採用することにする。なお、ChatGPT（GPT-4 
バージョン）を利用する手法としては、OpenAI社が提供するサイトに直接アクセスし
て利用する方法と、Microsoft社が提供しているAzure OpenAI Serviceを経由するやり
方の2つがある。実際のシステム開発にあたっては後者を利用することが大いにあり得
るものと考えられるものの、本論文ではまずは我が国外交実務において実際に想定され
る「要約作成」作業とその結果についての評価を簡潔に示すという観点から、前者、す
なわちOpenAI社が提供するサイトに直接アクセスした上でChatGPTを用いることによ
り実験を行うこととした。

3．3．採用するデータセット（英文・和文）

データセットとしては英文と和文のテキストを用いる。我が国の外交実務においてし
ばしば要約作業が生じるのは長文の英文テキストについてである。とりわけ外交関係や
安全保障といった「外交」の中核的な分野についてのテキストならば要約を担当する若
手の末端担当職員であっても比較的容易に職務を遂行することが出来る場合が多い。し
かし現代社会における外交におけるイシューはこれらの伝統的な分野に限定されるもの
ではなく、先端科学技術から医学、さらには経済、産業、金融など幅広い分野に及んで
いるのが実態である。こうした分野を我が国において所管するのは外務省以外の各省庁
であるわけだが、我が国政府の公式見解を各国に所在する在外公館を経由して外国政府
に伝達する場合、その手段として公的に認められているのはいわゆる公電（diplomatic 
cable）だけであるというのが中央省庁における習わしとなっている。そこでは外務省
で担当官が各省庁から表明される見解を「とりまとめる」役割を担いつつ、その際、何
ら内容上のチェックを行うことなくとりまとめるわけではない点に留意する必要があ
る。すなわち設置法上の所管業務ではなかったとしても、外務省における担当官は各省
庁で当該業務・分野を専門とする相手方（カウンターパート）との関係で相応に伍する
ことが出来るレベルにまで学ばなければならないわけであって、だからこそこれら外務
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省の管轄外である分野・領域に関する文書の要約を作成し、これをもってその内容を速
習する必要性があるのである。これらの文書は最終的に外務省が関わるという意味にお
いて外交文書であり、かつ英文である場合、こうした要約作成の需要は大きい。

本研究では上記の様に広い意味での外交文書に該当し、かつ外務省の伝統的な所管
業務外に該当する事項に関する英文テキスト、並びにこうした文書との比較において
外交事案そのもの（具体的にはウクライナ戦争問題）について扱った英文テキストの
2種類として、我が国が加盟している国際機関「経済開発協力機構（Organization for 
Economic Cooperation and Development. 以下OECD）」がその公式ホームページ上で
公開している文書［OECD 23a］ ［OECD 23b］ ［OECD 23c］ ［OECD 23d］［OECD 23e］

［OECD 23f］［OECD 23g］［OECD 23h］［OECD 23i］［OECD 23j］［OECD 23k］［OECD 
23l］［OECD 23m］［OECD 23n］［OECD 23o］［OECD 23p］［OECD 23q］［OECD 
23r］［OECD 23s］を取り上げることとした。なおその際、大規模言語モデルである
ChatGPTを用いて作成する要約が、当該文書の作成者の意図する内容的なポイントと
合致しているのかを比較出来るよう、それぞれの文書の中にabstractないしexecutive 
summaryといった要約文がそもそも書き込まれているものを選定した。

他方、和文テキストについても我が国における外交実務上、しばしば要約作成が業務
として発生することがある。そこで外交文書である和文テキストの典型として、外務省
が年1回発行している外交青書の内、外務省自身が正式に各年度版の要約を公開してい
る2010年版～ 2012年版のテキスト ［外務省 10］［外務省 11］［外務省 12］について実
験対象にする。

4．評価方法
本研究では対象となる外交文書テキスト（英文・和文）をPDFファイルの形で

ChatGPT（GPT-4バージョン）にアップロードし、プロンプトを入力することで要約を
作成する。次にこの要約と、原文テキストに掲載されていた要約との間で類似度を計測
し、その精度について検討する。

テキスト間の類似度の測定についてはテキスト間の引用等の関係を利用する方法と、
テキスト中の単語を利用する方法の2種類があるが［難波 20］、ここでは当該テキスト
の作者によってあらかじめ作成された「要約」と大規模言語モデルであるChatGPTに
よって作成された「要約」の間における意味的な類似度を計測することに絞り込み、そ
の意味で一般的に用いられる後者の手法を評価方法として採用する。

テキスト間の類似度の測定指標として頻用されているのがコサイン類似度（cosine 
similarity）である。テキストAとテキストBに含まれる単語を、集合A及び集合Bの要
素と考えた時、Jaccard係数、Dice係数、Simpson係数といった集合間の類似度尺度を
用いて、テキスト間の類似度を測ることが出来る。しかし、これらは単純で分かりやす
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い尺度である一方、テキスト中でそれほど重要でない単語であっても非常に重要な単語
と同様に扱ってしまうという問題がある。そこでテキスト中の単語の重要度を考慮しつ
つ、テキスト間の類似度が計測できる手法として用いられているのがこのコサイン類似
度である。本論文でも実験の結果導き出される「要約」とあらかじめ当該テキストの作
成者が用意した「要約」の間の類似度を測定する最も基礎的な尺度としてコサイン類似
度をまず採用する。

しかしコサイン類似度では、次の3つの英文テキストにつき、（1）と（2）、（1）と（3）
のそれぞれの類似度が0.67で等しくなってしまうが、明らかに3つの文章は異なるとい
う問題点が残ってしまう［難波 20］。

（1）　I love cats.
（2）　I like cats.
（3）　I hate cats.

こうした中で人工知能が生成する文章の評価を行うに際し、単語の一致度に着目した
自動評価指標が頻用されるようになっている［田中ら 23］。BLEU ［Papineni et al. 02］
やROUGE ［Lin 04］等であるがこれらの手法については、意味的類似性よりも単語の
一致度に依存した評価を行う傾向があることも知られている。そのため、これらの評価
指標が高く評価する文書が必ずしも参照文の内容に沿っているとは限らず、改善の余地
がある旨指摘されている［Paulus et al. 17］［Reister 18］。これらの自動評価指標は参
照文と候補文に出現するn-gramの数を数えるが、ここでいうn-gramとは任意の単語数
で文を分割する手法のこと指す。そしてこのnが大きいほど評価指標は語順をとえらえ
ることが出来るとされる。

こうした自動評価指標とは別に、単語埋め込み表現を利用した評価指標がいくつか提
案されてきている。とりわけ特筆に値するのがBERT ［Devlin et al. 18］による、文脈
化単語埋め込み表現（contextual embedding）を利用し、この単語埋め込み表現間のコ
サイン類似度を合計して算出するという手法を用いたBERTScoreである［Zhang et al. 
19］。BERTにおける文脈化単語埋め込み表現はその名のとおり、単語からではなく文
脈全体から生成されるものである。そして参照文と候補文に含まれるトークンはそれぞ
れBERTによってベクトル表現へと変換され、トークン間のコサイン類似度（pairwise 
cosine similarity）を用いて類似度を測ることになる。またBERTScoreではこれに加え
て単語の重要度（importance weighting）を利用する。すなわち多くの文でよく用いら
れている単語よりも、あまり使われない珍しい単語に注目し、それが文の類似性に大
きく関わっていることを用いるのである。そしてこの重要度をidf （inverse document 
frequency）によって実装する。本論文においては基本的な類似度尺度としてのコサイ
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ン類似度と併せて、このBERTScoreによる類似度の計測を行うこととする。
なお、BERTScoreについてもこれが単語埋め込み表現同士を比較する性質上、単語

の一致度に注目した評価を行う傾向がある点にどうしてもとらわれているとして、意
味的類似性を十分に注目すべくSentence-BERT［Reimers et al. 19］に追加学習した
モデルを提唱する研究がある［田中ら 23］。しかしこの様に提案されている手法に
よってもその提供するスコアを単に文章の類似度としてとらえることは困難であり、
BERTScoreを含む既存手法と比較しても数値を単純に指標として使うことは困難で
あると結論づけられている。そのため、本論文ではこうした新規の手法を採用せず、
BERTScoreを類似度尺度として用いて評価を行うこととする。

5．実験計画及び結果
5．1　外交文書（英文テキスト）の要約タスクに関する実験と結果

5．1．1．典型的な外交に属さないグローバルイシューに関する広義の外交文書

まずOECDが公表している外交文書の中でも、いわゆる伝統的な意味での外交の範
疇に属しはしないものの、グローバル社会が抱えている現代的な課題として外交実務
において取り扱われがちな内容を記した英文テキスト10点［OECD 23a］ ［OECD 23b］ 

［OECD 23c］ ［OECD 23d］［OECD 23e］［OECD 23f］［OECD 23g］［OECD 23h］［OECD 
23i］［OECD 23j］について、ChatGPT（GPT-4 バージョン）に実装し、英文で要約を
作成させた。なお実験は全て2023年10月に実施した。この時、留意した点は以下のとお
りである。

（1）　 ChatGPT（GPT-4バージョン）を利用するためには有料プラン（月額20米ドル）
に申し込む必要がある。本件実験もこの有料プラン（ChatGPT plus）に加入した
上で実施した。

（2）　 ChatGPT plusを利用すると長文の文書ファイルを読み込むことが可能である
（Advanced Data Analysis）。本実験の実施にあたっては当該英文テキストのPDF
ファイルをChatGPTにアップロードして作業を開始した。

（3）　 プロンプト（prompt）については我が国外務省における外交実務の遂行に際し、
大規模言語モデルの利用に必ずしも習熟していない若手の末端担当職員が要約作
成にあたっていることを想定し、極めて単純なプロンプト（“Summarize the text 
which you just extracted within 1000 words in English.”）をまずは入力すること
とした。

（4）　 その後、ChatGPT側から質問が提起された場合には上記と同様のプロンプトを入
力するか、あるいはChatGPT側からの提案について作業を複雑化させず前進させ
るものである場合には「承諾（Yes）」、作業を混乱させる危険性があると判断し
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た場合には「不可（No）」と入力することで作業を進めた。
（5）　 原文テキストを分割して要約を行った場合には、最終的に全体を1000語以内で要

約するようプロンプトを入力した。最終的に出力された要約をカット・アンド・
ペーストし、python上の評価指標コードに入力した。

以下にChatGPTによる要約作成とそこでの実験者によるプロンプト入力の例として
［OECD 23a］についての推移を示す。
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図1　ChatGPT（GPT-4�バージョン）で英文テキストで�
ある［OECD�23a］を要約させた際のやりとり

10点の英文テキストについて、それぞれの原文テキストに含まれている要約
（executive summary）と、ChatGPTが生成した要約とを用いて計算したコサイン類似
度及びBERTScore上の類似度の値は以下のとおりである。

外交文書名 コサイン類似度
（小数点以下4桁で切り捨て）

BERTScoreによる類似度
（小数点以下4桁で切り捨て）

［OECD 23a］ 0.7840 0.8521
［OECD 23b］ 0.7107 0.8394
［OECD 23c］ 0.7381 0.8255
［OECD 23d］ 0.7117 0.8274
［OECD 23e］ 0.7014 0.8299
［OECD 23f］ 0.6963 0.8260
［OECD 23g］ 0.7010 0.8271
［OECD 24h］ 0.6622 0.8253
［OECD 24i］ 0.7287 0.8209
［OECD 24j］ 0.7214 0.8267
平均値 0.7155 0.8300

表1　ChatGPTで英文テキストである外交文書（AI関連）を要約させた場合の類似度
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5．1．2．伝統的な外交事案に関する外交文書

次に同じくOECDが公表しているものの、上記の10文書に比べるとより伝統的な外交
の範疇に含まれると考えられる「ウクライナ戦争」関連の文書10点［OECD 23k］［OECD 
23l］［OECD 23m］［OECD 23n］［OECD 23o］［OECD 23p］［OECD 23q］［OECD 
23r］［OECD 23s］について、同様の手法でChatGPT （GPT4バージョン）に実装した。
その結果を以下に示す。ただし［OECD 23l］に関してはテキストの読み取りに問題が
あるとして、ChatGPTによる処理に際しては非常に時間を要した。その際、上述のと
おりプロンプトの入力にあたっては外交実務の現場を想定し、極力簡略化し、かつ画一
的なものとしたが、結果としては処理に相応の時間がかかってしまった。
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図2　ChatGPT（GPT-4�バージョン）で英文テキストで�
ある［OECD�23l］を要約させた際のやりとり

上記10点の英文テキストについて、それぞれの原文テキストに含まれている要
約（abstract）と、ChatGPTが生成した要約とを用いて計算したコサイン類似度及び
BERTScore上の類似度の値は以下のとおりである。

外交文書名 コサイン類似度
（小数点以下4桁で切り捨て）

BERTScoreによる類似度
（小数点以下4桁で切り捨て）

［OECD 23k］ 0.5512 0.8335
［OECD 23l］ 0.6316 0.8441
［OECD 23m］ 0.6478 0.8428
［OECD 23n］ 0.6615 0.8397
［OECD 23o］ 0.4661 0.8396
［OECD 23p］ 0.5119 0.8127
［OECD 23q］ 0.4694 0.8054
［OECD 23r］ 0.3501 0.7928
［OECD 23s］ 0.4170 0.8075
［OECD 23t］ 0.6814 0.8349
平均値 0.5388 0.8253

表2　ChatGPTで英文テキストである外交文書（ウクライナ戦争）を�
要約させた場合の類似度
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5．2．外交文書（和文テキスト）に関する実験と結果

最後に以上述べてきた英文テキストである外交文書と比較するため、和文テキストで
ある外交青書2010年版～ 2012年版 ［外務省 10］［外務省 11］［外務省 12］について、上
記2つの英文テキストの場合に準ずる形で次のプロセスを経つつChatGPT （GPT-4バー
ジョン）で要約作成を行った。

（1）　 有料プラン（ChatGPT plus）を用い、そこで利用することの出来るAdvanced 
Data Analysisを指定しつつ、本実験の実施にあたっては当該和文テキストのPDF
ファイルをChatGPTにアップロードして作業を開始した。

（2）　 プロンプト（prompt）については我が国外務省における外交実務の遂行に際し、
大規模言語モデルの利用に必ずしも習熟していない若手の末端担当職員が要約作
成にあたっていることを想定し、極めて単純なプロンプトをまずは入力するこ
ととした。しかし、そもそも和文テキストをPDFファイルから読み取ることが
ChatGPTにとって困難であるように見受けたため、「今アップロードしたこの文
書について、まず10ページずつに分割し、PDFminerでテキストを抽出した後、
それを1000字以内で要約する、という作業を10頁ずつくりかえしてください。ま
たつくった要約はテキストファイルにその都度、保存してください」というプロ
ンプトを入力し、作業を進めさせた。

（3）　 その後、ChatGPT側から質問が提起された場合には上記と同様のプロンプトを入
力するか、あるいは「最善の方法で進めて下さい」と指示して作業を続行させた。

（4）　 最終的にChatGPTは原文テキスト全体を通じて粗く短い要約を作成し始めたた
め、まずは1000字以上でも構わないので詳細な要約を作成し、その後、1000字以
内で同様に詳細な要約を作成するようプロンプトを入力した。最終的に出力され
た要約をカット・アンド・ペーストし、python上の評価指標コードに入力した。
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図3　ChatGPT（GPT-4�バージョン）で和文テキストで�
ある［外務省�10］を要約させた際のやりとり

外交文書名 コサイン類似度
（小数点以下4桁で切り捨て）

BERTScoreによる類似度
（少数点以下4桁で切り捨て）

［外務省 10］ 0.3803 0.7362
［外務省 11］ 0.6361 0.7351
［外務省 12］ 0.6446 0.7351
平均値 0.5536 0.7354

表3　ChatGPTで和文テキストである外交青書を要約させた場合の類似度

6．考察
5．で述べたとおり、英文及び和文の外交文書に関するChatGPT（GPT-4バージョ

ン）を用いた今回の実験に際し、タスクとしての要約作成はそれぞれ原文と同一の言語
で行った。しかし我が国の外交実務においては長文の和文テキストから同じく和文の
要約を作成することはあっても、長文の「英文テキスト」から「英文の要約」を作成
する機会はほぼ無い。通常は長文の「英文テキスト」について「要約を和文で作成す
る」、すなわち要約作成に加えて翻訳作業が入って来るものと想定される。本研究に際し、
ChatGPTに対しても同様のタスクを課すことは当然考えられたが、今回は類似度で評
価するにあたって和文・英文の別を問わず外交文書原文に作成者自らが書き記した「要
約」があるものを利用する都合上、ここでいう翻訳作業はあえてタスクとして設定しな
かった。

他方で表1 ～ 3で示したとおり、和文・英文テキストについて作成した要約につき
BERTScoreで類似度を計算しても、0.7 ～ 0.8台の間で値は止まっている。これに翻訳
工程を仮に加味するならば、類似度の値は翻訳前とほぼ同等か、あるいはそれよりも
低い値になることが想定される（異なる言語間で完全なる意味の合致はあり得ないた
め）。したがってChatGPTを外交実務における要約作成に際して利用するとしても、評
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価指標の最高値「1.0」を人間の力で補完しながら達成すべく、全ての場合において管
理監督者による綿密なチェックが必要であると言わざるを得ない。しかも末端担当職員
はChatGPTによって要約を次々に作成出来る様になるかもしれないが、今度はこれを
チェックする側の（多くの場合はミドルマネジャーである）管理監督者の作業量が増大
の一途を辿る危険性がある。本論文は外交実務における効率性の規準で見た場合の状況
改善の方途を探ることを目的としている。ChatGPTを投入すればするほど、外交実務
におけるミドルマネジャーにとっての作業量が各段に増えてしまうというのであれば、
これらミドルマネジャーの就労時間が有限である以上、時間単位あたりの負担は増えて
しまい、（多くの場合は若手の）末端担当職員における効率性の向上とはトレードオフ
の状況がそこでは生じてしまうのではないかという疑念が生じる。

先行研究においても例えば ［Brynjolfsson et al. 23］は生成系AIを就労場所（カスタ
マーサポート業務）に導入した場合、未熟練労働者にとっては最大かつ正の効果が生じ
るが、熟練労働者に対してそうした効果はむしろ最低限しか生じないと述べている。当
該企業における暗黙知（tacit knowledge）を生成系AIが学習し、それを用いることで
未熟練労働者は効率的に仕事をこなせるようになる一方、熟練労働者にとってはそもそ
もそうした暗黙知が既に自明のものであるため、生成系AIを導入しても余り利益は無
いというわけなのである。これに対して［Noy et al. 23］は中程度のレベルであるプロ
の執筆タスク（mid-level professional writing tasks）について、職業として執筆をこな
している就労者444人を対象にChatGPTを使用させた場合について検証している。そし
てこの実験の結果、（1）作業時間は0.8標準偏差分減少し、成果物の品質は0.4標準偏差
分増加するのに加え、（2）比較においてスキルの低い被験者に対してより大きな効果が
生じた、（3）仕事への満足感や自己効力感を高める効果があったなどとしている。

これら2つの先行研究は外交実務の現場を対象とした生成系AI、さらには大規模言語
モデルの導入に関する研究ではないという点を度外視しても、我が国における外交実務
における効率性の規準との関係で大規模言語モデルを導入することが有意な効果をもた
らすか否かについて、一義的に方向性を導き出すものではないと考える。なぜならばこ
れらの先行研究はいずれも官僚制に特徴的な階層構造（ヒエラルキー）の下で仕事をす
る者たちの間での効率性や生産性について述べるものではないからである。そこではス
キルの度合いやその前提としての経験年数の違い等は考慮されていても、「熟練労働者
である管理監督者が上長として未熟練である末端担当職員の作成した外交文書をチェッ
クすることを業務としている」といった階層構造の中で大規模言語モデルが果たしてい
かなる効果を持つことになるのかという点に関し、考察がなされているわけではない。
したがって本論文においてChatGPTを用いた外交文書の要約タスクを仮定し、実験し
た結果、BERTScoreによる類似度を見る限り、ChatGPTが作り出す要約は不完全であ
り、管理監督者によるチェックが相応に為される必要があるという実態を数値により示
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すことが出来た点は、今後、我が国の外務省において大規模言語モデルを導入するか否
か検討するにあたり、一つの有意な成果であったと考える。

もっとも本論文で示した実験結果が大規模言語モデル、とりわけChatGPTの我が国
外交実務への実装を完全に否定するものであったのかというとそうではない点に留意す
る必要がある。大規模言語モデルによって作成される外交文書の「要約」について管理
監督者が職務上行うチェックの負担を軽くしたいという場合、大規模言語モデルの性能
向上を通じてこうした改善をもたらす手法がまだ残されているからである。具体的には
入力されるべきプロンプトについて改善をするならば、一般に自然言語処理（NLP）上
のタスクについて大規模言語モデルの性能は大いに向上することが知られているので
あって、我が国外交実務におけるその活用に際してもあらかじめその点を織り込んで作
業を進めるという手段が未だ残されている。本論文における実験ではこの点について、
末端担当職員がそもそも生成系AIや大規模言語モデル、さらにはAIそのものに対する
知見を余り持たないということを現段階では前提にしつつ、プロンプトについてもあえ
て単純なものの入力に止めてきた。
［Lester et al. 21］は事前学習済みの大規模言語モデルに対して、各分野に特有のデー

タを追加で学習させる手法であるmodel tuning （fine tuning）やprompt design （prompt 
engineering）がいずれも有効ではあるものの、計算コストがかかりすぎるとして、
prompt tuningを提案している。これは凍結した汎用大規模言語モデルのプロンプト部
分のみを学習する手法である。また［Zhou et al. 23］は通常ならばシステム設計者の
試行錯誤で作成されるプロンプトテンプレートについて、遺伝的アルゴリズムで逐次的
にプロンプトを改善し、人間である専門家が作成したのと同等の精度を示すプロンプト
を自動的に発見する仕組みを提案している。我が国外交実務に際し、大規模言語モデル
を実装する際にはこうしたプロンプトを巡る提案を一つないし複数選択し、同時に実装
することで類似度という指標を一つとっても本論文で提示した実験結果より良い結果を
出すことが可能であるものと考えられる。
［Ouyang et al. 22］は自然言語で記述されたプロンプトに応じて、明示的に学習して

いないタスクに汎化できる汎用言語モデルの発展について述べるものである。その延長
線上で［Wei et al. 21］はinstruction tuningを提案している。これは汎用言語モデルを
学習するための手段であり、事前学習済み言語モデルを、様々なタスクについてその指
示や例示などのプロンプトとともに学習する。この様にプロンプトを加えることで、学
習に含まれていないタスクを解くことが可能になると報告されており、その規模的拡
大が試みられるなど［Chung et al. 22］、最近盛んに研究が進められている手法である

［Zhang et al. 23］［磯沼ら 23］。一般的なfine tuningではあるタスクに絞って学習が行
われるわけだが、これでは他のタスクでは性能が下がってしまう可能性を排除出来ない
という問題があった。これに対してinstruction tuningでは学習データにない未知のタ
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スクが与えられた時も、タスクを示す何らかの指示を与えることで、その指示に従って
タスクを実行できるように促す。この時、instruction tuningに必要なデータはオープ
ンソースから入手することでコストを下げることが出来るが、こうしたデータの中に意
図的にモデルの予測を大幅に狂わせるデータ（poison data）を混入させることで、大
規模言語モデルの性能に負の影響を与えることが可能である点が指摘されている［Wan 
et al. 23］。こうした効果はたとえ混入するデータの量が少なくても生じる可能性がある
ものと考えられており、国内外の敵対勢力による介入を絶対的に排除しなければならな
い我が国の外交実務上、大規模言語モデルを利用する際に考慮すべき重大な論点である。

また、大規模言語モデルについては依然としてその実像が仔細に判明していない点も
留意しておく必要がある。本論文では要約作成をタスクとして設定したが、その際、果
たして使用した大規模言語モデルであるChatGPTが当該外交文書の全体を通じてその
意味から要約を作成しているのか、あるいは複数の部分をいわば抜き書きする形で要約
をしているのかが判然としなかったことは事実である。この関連で［Liu et al. 23］は
大規模言語モデルが長いコンテキストをどの様に利用しているのかを検証している。そ
して実験の結果、関連する情報が入力コンテキストの先頭または末尾に在る場合には
大規模言語モデルによる計算は最も性能が高くなることが判明し、他方でこうした情
報が入力コンテキストの中間にある場合には同性能が著しく低下することが判明した
としている。本論文において示した実験の結果、どうしても埋めることの出来なかっ
たBERTScore上の類似度の「溝」の部分は、一つにはこうした実験を通じて炙り出さ
れる大規模言語モデルの特徴によって生じていたとも考えられよう。また［Chen et 
al. 23］はそもそもChatGPの性能が短期間で劇的に変化する可能性があることを検証し
た研究である。そして同研究は大規模言語モデルの性能が中長期的に変化していくこ
とを理解するためにも、継続的な調査が必要であるともしている。ChatGPTに関して
OpenAI社が特にGPT-4について技術情報をほぼ開示していないことは、既に触れたと
おりである。その意味において大規模言語モデルの我が国外交実務への実装に際しては、
その開発各社が性能改善のため施策をとったとしても、関連する情報公開の度合いを常
に監視し、最適化を常に図らなければならないのである。

7．総括と今後の課題
本論文では我が国の外交実務において大規模言語モデルを実装し、行政評価における

規準の一つである効率性の観点で有意な改善が見られるかどうかを検証した。大規模言
語モデルにはChatGPT（GPT-4）を直接用い、かつ知見と経験の乏しい「若手の末端担
当職員」による操作を想定しつつ、入力するプロンプトについてもあえて複雑な工夫を
施すことなく、外交実務上、しばしば行われる英文と和文テキストそれぞれについて要
約作成を行った。この時、我が国外交実務上は長文の英文テキストにつき「和文」の要
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約を作成するのが常であるが、本論文における実験では要約作成を英文であえて行い、
翻訳の巧拙は問わないことにした（和文テキストについては和文で要約作成）。英文と
和文のテキスト双方について、BERTScoreを評価指標として用い、生成文と参照文の
類似度を計測したが、そこでの値をベースにして考えるとこの様に大規模言語モデルそ
のものを操作して要約作成を行う末端担当職員だけで作業が完結することは想定出来
ず、最終的にはその上長、具体的には中間管理職に位置する人物（我が国外務省におけ
る首席事務官、総務班長等）によるチェックが必須となることを確認出来た。

このことを踏まえると大規模言語モデルによる外交文書の要約作成を我が国の外交実
務において本格的に行うとするならば一方で（多くの場合は若手である）末端担当職員
については投入する時間に対する成果物の量という意味での効率性は向上するが、他方
で結果として未完成な成果物（要約テキスト案）が大量に作成され、これに対して細か
なチェックを最終的に行わなければならないという意味で中間管理職らの作業量は単位
時間あたりでむしろ増えてしまう危険性があると言わざるを得ない。しかもこの様に大
規模言語モデルを用いた外交実務が行われる様になると末端担当職員についてプロンプ
トの最適化といった方面での技能こそ向上すれど、最終的に望ましい成果物（本研究で
いうならば参照文との関係で類似度の高さを伴う要約文（生成文））を創り出す能力の
養成にそれが直結するか否かは定かではないのである。そうした中で若手であった末端
担当職員はやがて未熟練なまま外務官僚制の中で昇格し、それまではチェック役を務め
てくれていた中間管理職らも昇格し、退職へと至ることになる。すなわち、そこでは暗
黙知が形式知として可視化され、確実に伝承されるわけではないのである。大規模言語
モデルの外交実務での実装が中長期的な視点で見て、我が国の外交力そのものの向上を
もたらすのかはその意味で未知と言わざるを得ないと考える。

本論文の執筆中である2023年11月6日（米東部時間）、OpenAI社は同社公式ホーム
ページにおけるブログという形でGPT-4 Turbo等のリリースを発表した［OpenAI 23］。
これはOpenAIの開発者向けカンファレンスであるDevDayの実施と共に行われた発表
であり、より安価で、かつより長い文字列（128000トークン）を取り扱うことの出来
るGPT-4 Turboの利用を掲げたことでグローバル社会全体より耳目を集めた。本論文
の実験では和文テキスト（『外交青書』）の要約を作成する際、ChatGPT（GPT4バー
ジョン）を用いても短時間では処理出来なかった。これに対して新たにリリースされた
GPT-4 Turboを用いることで、10万文字以上の和文テキストにつき要約を作成し、可読
性のあるテキスト生成に成功したとの公開情報上での簡易的な報告も既に行われている

［Classmethod 23］。今後の課題としてはこの様に目覚ましいが不透明な発展を遂げる
大規模言語モデルの外交実務への実装により、我が国外交そのものの効率性の向上に資
することになるのか、あるいはむしろそこでの実務作業の不安定化要因として効率性を
阻害することになるのかについての考察が残されている。

000-053224-横-P225-266_原田武夫様.indd   261 2024/02/23   15:30:20



学習院女子大学　紀要　第26号

― 262 ―

また本論文では初期の考察及び実験に止め、外交実務に必須な秘密保全の視点を踏ま
えての作業は次なる課題としてとらえることとした。ChatGPTを用いるとしてもより
秘密保全の観点から好ましいとされるMicrosoft社のAzure OpenAI Serviceを利用して
の考察・実験もその中に含まれる。この点は我が国政府による検討の方向性との関係で
も今後留意すべき論点である［デジタル庁 23］。

大規模言語モデルは言うまでもなくOpenAI社によるChatGPTに限られるものではな
い。我が国においても様々な民間企業等が大規模言語モデルの開発を競って行ってお
り、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）が総務省と共に整備する学習用言語
データはこうした我が国における研究開発のためにアクセス提供されることとなってい
る［内閣府 23］。今後の課題としては、我が国外交実務への実装に際し、とりわけ秘密
保全の観点より、こうした国産の大規模言語モデルを用いる可能性、有効性及び妥当性
についての考察・実験が、本論文でも言及した大規模言語モデルの性能向上のための手
法をも踏まえつつ、行われるべきであると考える。
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